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子ども医療費助成事業 

予算額 5,929,000千円（㉓ 5,600,000千円） 

 
１ 事業の目的・概要 

 子どもの保健対策の充実及び保護者の経済的な負担の軽減を図るため、子どもの疾病に係る医療費

を助成します。 

 なお、平成24年12月から保健対策上の必要性が高く、保護者の経済的負担の大きい入院医療費の  

助成対象を、小学校３年生までから中学校３年生までに拡大します。 

 
２ 事業内容 

 

担当課・問い合わせ先 
健康福祉部児童家庭課 
０４３－２２３－２３３１ 

 
実 施 主 体 市町村 

負 担 割 合 県 1/2、市町村 1/2（千葉市のみ県 1/4、市 3/4） 

助 成 対 象 
入院：中学校 3年生まで（平成 24年 12 月から拡大） 

通院：小学校 3年生まで 

自 己 負 担 入院１日、通院１回につき 300 円（市町村民税所得割非課税世帯は無料） 

支 払 方 法 

現物給付 
※保護者は医療機関の窓口で受給券を提示すると、受給券に記載された自己負担 300

円で医療サービスが受けられる。 
 
（例）総医療費 10,000 円の場合（保険負担 8割の場合） 

8,000 円 
保険負担（8 割） 

2,000 円 
一部負担（2 割） 

 
850 円 

県負担 

(1/2) 

850 円 
市町村負担

(1/2) 

300 円 
保護者負担 

 
 

〔現物給付の流れ〕 

①受給券申請

②受給券交付

③
受
診

⑤
請
求

⑥
支
払

④請求

⑦支払

子ども
（保護者）

市町村

医療機関 審査支払機関

  

所 得 制 限 
児童手当特例給付に準拠 
（例）夫婦と子ども 2人の世帯･･･収入 860 万円程度が目安 
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保 育 所 の 整 備 促 進 

予算額 4,439,000千円（㉓ 3,838,000千円） 

１ 事業の目的・概要 

 待機児童の早期解消を図るため、国の交付金により造成した基金を活用して、民間保育所の 

施設整備費等（賃貸を含む）に対し助成します。また、その助成に県が独自の加算措置を行い、

緊急的に整備を促進します。 

（平成21年度～24年度で実施）［24年度：54か所（定員増加見込数2,517人）］ 
 
２ 事業内容 

 
 

 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                        
 
 
                       
 

担当課・問い合わせ先 
健康福祉部児童家庭課 
０４３－２２３－２３５５ 

（１）保育所緊急整備事業（安心こども基金） 3,196,000千円（○23  2,566,000千円） 

補助対象者  市町村 
補助対象事業  民間保育所の創設・増改築、大規模修繕等 

補 助 率  県（国基金） 1/2、市町村 1/4 等 

対 象 数  34 か所（定員増加見込数 1,906 人） 

（２）賃貸物件による保育所整備事業（安心こども基金） 243,000千円（○23 272,000千円） 

補助対象者  市町村 
補助対象事業  賃貸物件により、新たに民間保育所等を設置する場合の 

        賃借料及び改修費等 

補 助 率  県（国基金） 1/2、市町村 １／４ 等 

対 象 数  20 か所（定員増加見込数 611 人）  

（３）保育所整備促進事業（県加算） 1,000,000千円（○23 1,000,000千円） 

補助対象者  社会福祉法人 等 

補助対象事業  （１）の基金事業で実施する保育所の創設・増改築 

補 助 率  基金事業の補助対象基準額を超える額の 1/2（政令市を除く） 

        [補助限度額] 定員 1人あたり 2,800 千円 

 

 

 

〔モデルケースでのイメージ（定員 90 名、総事業費 252,000 千円・創設）〕 

 

基金事業の補助基準を超え

る 
 92,000 千円 

県（県加算） 

46,000(1/2) 

事業者 

46,000(1/2) 

基金事業の補助基準額 
160,000 千円 

県（国基金） 

80,000 

(1/2) 

市町村 

40,000 

(1/4) 

事業者 

40,000 

(1/4) 
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放課後児童健全育成事業 

 
予算額 1,757,600千円（㉓ 1,538,000千円） 

 

１ 事業の目的・概要 

 児童の健全な育成を図るため、仕事などで保護者が昼間家庭にいない児童の生活や遊びの場となる

「放課後児童クラブ」を実施する市町村の運営費及び施設・設備の整備費等に対して助成します。 
 
２ 事業内容 

 
 
 
 
 
 
 

担当課・問い合わせ先 
健康福祉部児童家庭課 
０４３－２２３－２３１７ 

 

○ 放課後児童健全育成事業 1,490,600千円（○23 1,347,000千円） 

［補助対象］原則として開設日数250日以上、登録児童数10人以上の放課後児童クラブ 

［補 助 率］国1/3・県1/3・市町村1/3（政令・中核市を除く） 
 
（１）放課後児童健全育成事業 1,308,000千円（51市町村629クラブ） 

 放課後児童クラブの運営に要する経費に対して助成します。 
 
（２）放課後児童クラブ支援事業 182,600千円（27市町村） 

① 遊びの指導や自然観察などの体験活動を行うボランティアの派遣 
② 放課後児童指導員に対する健康診断の実施 
③ 障害児受入のための専門知識を有する指導員の確保等 
に要する経費に対して助成します。 

 

○ 放課後児童クラブ施設・設備整備事業 267,000千円（○23  191,000千円） 

［補 助 率］国1/3・県1/3・市町村1/3（政令・中核市を除く） 
 
（１）放課後児童クラブ施設整備費補助 222,000千円（17か所） 

 放課後児童クラブの整備に要する費用に対して助成します。 
 

（２）放課後子ども環境整備事業 18,000千円（14事業） 

① 放課後児童クラブを実施するための小学校の余裕教室等の改修や設備の設置等 
② 放課後児童クラブを実施するために必要な備品購入や設備の更新等 
③ 障害児を受け入れるために必要な改修や設備の設置等 
に要する経費に対して助成します。 

 
（３）児童館施設整備費補助 27,000千円（3施設） 

 児童館の整備や初年度の設備整備費等に要する経費に対し助成します。 
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私立学校経常費補助事業 

 

予算額 34,361,222千円（㉓ 33,597,670千円） 

１ 事業の目的・概要 

私立学校の振興と保護者負担の軽減を図るため、学校法人が設置する学校の運営費に対し助成を行い

ます。 

 
２ 事業内容 

学校法人の教育に要する経常的経費に対し、生徒１人当りの国標準単価を基本として助成します。 

また、高等学校・幼稚園については県独自で補助単価を上乗せ（高校＋14,000円、幼稚園＋1,700円）

し、経常費補助の拡充を図ります。 

     

Ｈ２４年度生徒１人当りの補助単価

学　種 国の標準単価Ａ 県独自の上乗せ額Ｂ 県の補助単価Ａ＋Ｂ

高等学校 310,258 円 14,000 円 324,258 円

中学校 302,933 円 ― 302,933 円

小学校 301,331 円 ― 301,331 円

幼稚園 172,042 円 1,700 円 173,742 円
 

 
 

 

高等学校

300,943
306,143 308,805 310,258

14,000

6,000

10,000

3,000

280,000

300,000

320,000

340,000

H21 H22 H23 H24
年度

（円）
県独自の上乗せ額

国の標準単価

312,143
県単価

303,943
県単価

318,805
県単価 324,258

県単価

幼稚園

166,987
169,387

171,219 172,042

1,700

600

1,000

300

160,000

165,000

170,000

175,000

H21 H22 H23 H24
年度

（円）

県独自の上乗せ額

国の標準単価

167,287
県単価

169,987
県単価

172,219
県単価

173,742
県単価

 

【県の補助単価の推移】 

担当課・問い合わせ先 
総務部学事課 
０４３－２２３－２０８３ 
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高等学校特別支援教育支援員配置事業【新規】 

 
予算額 12,700 千円 

 

１ 事業の目的・概要 

 県立高等学校において、生活全般の介助を必要とする生徒への適切な支援を行うために、

「特別支援教育支援員」を配置します。 
 
２ 事業内容 

  
［支援の対象］ 

  県立高等学校に在籍し、生活全般の介助など特別な支援を必要とする生徒 
 
［支援の内容］ 

  ① 基本的生活習慣確立のための学校生活上の介助 
   ・必要に応じて身の周りの介助を行い、一人でできる部分は見守り励ます 等 
  ② 学習活動、教室間移動等における介助 
   ・教員の指導補助として、制作、調理、筆記等の補助を行う。 
   ・車椅子の生徒が学習の場所を移動する際に、必要に応じて車椅子を押す 等 
  ③ 当該生徒の健康・安全の配慮及び確保 
   ・当該生徒の健康状態を常に把握するとともに、危険防止のための安全の配慮と確保 

に努める 等 
  ④ 体育祭、校外学習等の学校行事における介助 
   ・慣れてない場面や場所での移動や乗り物への乗降を介助する 等 
  ⑤ 周囲の生徒等へ障害理解の促進 
   ・支援を必要とする生徒への適切な接し方を、担任と協力しながら周囲の生徒等に 

伝える 等 

 

担当課・問い合わせ先 
教育庁 特別支援教育課 
０４３－２２３－４０５０ 

 
支援員を配置することで、個別のニーズに応じた介助や支援が可能となり、

生徒が安心して学校生活を送ることができる。また、適切な支援により、生徒

の持てる力を高めることができる。 

期待される成果 
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特別支援学校分校・分教室等整備事業 
 

予算額 231,550千円（㉓ 151,077千円） 

１ 事業の目的・概要 

 県立特別支援学校の児童生徒の増加等に伴う過密化・教室不足に対応するため、県立高等学校の 

空き校舎などを活用した分校・分教室等の整備を行います。 

 

 

                        

 

 

 

２ 事業内容 

  統合後の高等学校の空き校舎及び館山聾分教室を改修し、船橋、我孫子、安房の各特別支援学校の

分校・分教室や新設校の整備、野田特別支援学校の校舎増築を行います。 

 

 

 

  

 

 

 
 

 
 
 

旧松戸矢切高校校舎改修 

【新規】 

27,000 千円（設計） 
○知的障害特別支援学校の新設 
○平成２７年開設予定(180 人規模) 

船橋特別支援学校分校設置 

中等部・高等部の移転  【継続】 

43,200 千円（設計） 
○旧船橋旭高等学校校舎改修 
○平成２６年開設予定 (83 人規模)  

我 孫 子 特 別 支 援 学 校 高 等 部 
移 転 と 高 等 部 専 門 学 科 の 設 置 

          【継続】 

44,000 千円（設計） 
○旧湖北高等学校校舎改修 
○平成２６年開設予定(190 人規模) 

担当課・問い合わせ先  
教育庁 
特別支援教育課 ０４３－２２３－４０８１ 
財 務 施 設 課  ０４３－２２３－４１５３ 

 

 

 
 

             
 

       

 

       

≪分校・分教室等整備≫ ≪過密化≫ 

・複数学級による１教室の合
同使用 

 

本校 

分校・分教室等 

 

過
密
化
・ 

教
室
不
足
の
解
消 

・特別教室の普通教室への
転用 

野田特別支援学校校舎増築 

【新規】 

30,000 千円（設計） 
○野田特別支援学校の校舎の増築 
○平成２６年供用予定(96 人規模) 

安房特別支援学校 

館山聾分教室改修【継続】 
52,000 千円（工事、備品） 

○安房特別支援学校の分教室の設置 
職業的自立を目指す高等部普通科
（職業コース）の設置 

○平成２５年開設予定(24 人規模) 

旧白里高校校舎改修【新規】 

8,000 千円（設計） 
○知的障害特別支援学校の新設 
○平成２７年開設予定(138 人規模) 
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富浦学園施設整備事業 

 
予算額 441,000 千円（㉓ 190,100 千円） 

 
１ 事業の目的・概要 

 老朽化・狭隘化が著しい県立児童養護施設「富浦学園」の居住環境の改善等を図るため、      

建替えを行います。（平成 25 年 3月供用開始予定） 

 

２ 事業内容 

 
 

担当課・問い合わせ先 
健康福祉部児童家庭課 
０４３－２２３－２３２２ 

 

○ 富浦学園施設整備事業 441,000 千円（○23 190,100 千円） 

 富浦学園内敷地に、40 名規模の施設（家庭的な小規模ケアを基本とする複数のユニットから  

なる施設）を建替えにより整備します。 
 
［整備内容］延床面積：1,994.19 ㎡ 

      管 理 棟：ＲＣ造 2階建 

           〔事務室、親子生活訓練室、地域交流スペース、相談室等〕 

      児 童 棟：木造  2 階建（小規模ユニット 5×8名定員） 

           〔1 人部屋、2人部屋、食堂、浴室、洗面所、トイレ等〕 
 

［総事業費］8億 46 百万円 
 

［年次計画］平成 21 年度   基本設計 

      平成 22 年度   実施設計 

      平成 23～24 年度 管理棟建設 

      平成 24 年度   旧管理棟解体、居住棟建設 

      平成 25 年度   旧居住棟解体 
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児童養護施設整備促進事業 

 
予算額 433,223 千円（㉓ 230 千円） 

 
１ 事業の目的・概要 

 要保護児童数の増加に対応するため、公募により選定された設置事業者に、国の交付金と併せ

て県単独の補助を行い、緊急的に児童養護施設の整備を促進します。 

（平成 25年 4 月開設予定） 

 
２ 事業内容 

 
 

 

○ 児童養護施設整備促進事業 433,223 千円（○23 230 千円） 
 
［補助対象］児童養護施設 
 

［整備内容］定員 40 名×2施設 

      小規模によるケアを行う施設 
 

［補 助 率］児童福祉施設等整備費補助金の補助基準額に対し、以下の補助率で助成 

      国 1/2・県 1/4（通常分）・県 1/8（緊急整備分）・事業者 1/8 

      ただし、補助額は総事業費の 3/4 以下とする。 
 

［年次計画］平成 23 年度 設置事業者の公募・選定（2法人選定済） 

      平成 24 年度 施設整備 

      平成 25 年度 開所予定 

担当課・問い合わせ先 
健康福祉部児童家庭課 
０４３－２２３－２３２２ 

 

〔公募結果〕 

［応 募 者］4事業者 

［選定事業者］2事業者 

事 業 者 名 社会福祉法人 生活クラブ 社会福祉法人 博和会 

設 置 予 定 地 君津市 袖ヶ浦市 

入 所 定 員 40 人 40 人 
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子ども・若者育成支援推進事業【新規】 

 

予算額 11,388千円 

１ 事業の目的・概要 

 ひきこもりやニート、不登校といった、社会生活を円滑に営む上での困難を抱える子ども・若者の

問題に対して、「千葉県子ども・若者支援協議会」を中心に各支援機関が連携して取り組み、きめ細か

な支援や支援機関の人材の育成を実施します。 

 

２ 事業内容 

（１）（仮称）千葉県子ども・若者総合相談センター設置事業 10,875千円 

   子ども・若者の抱える様々な問題に対し、必要な情報の提供や助言、適切な支援機関の紹介を行う

ワンストップ相談窓口として、「（仮称）千葉県子ども・若者総合相談センター」を設置します。 

   

   [総合相談センターのイメージ] 

   
   

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）子ども・若者支援に携わる人材養成事業等 513千円 

困難を抱える子ども・若者を適切に支援できる人材を育成するため、各支援機関の職員等を 

対象とした講習会を開催します。 

 

※「千葉県子ども・若者支援協議会」 
   子ども・若者への支援を効果的かつ円滑に実施するため、児童相談所、保健所、家庭裁判所、   

警察、ＮＰＯ団体等各支援機関のネットワーク機能を担っています。 

 
担当課・問い合わせ先  
環境生活部県民生活課 
０４３－２２３－２２８８ 

本 人 家族等 

ＮＰＯ等 

民間支援機関 
ひきこもり 

地域支援センター 

就 労 支 援 機 関 

子どもと親の 

サポートセンター 

中核地域生活 

支援センター 

児 童 相 談 所 

千葉県子ども・若者 
総合相談センター 
（総合相談窓口） 

保 健 所 その他関係機関 

専門相談員が、相談内容に 

応じて適切な機関を紹介 


